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原子力災害対策プラン
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■原子力災害が発生した場合、当社は「原子力災害対策特別措置法（原災法）に基
づき、速やかに国・自治体へ通報連絡を実施します。

■当社から国・関係自治体への通報については、地上回線に加えて衛星通信回線を
確保するなど、多様な手段で情報発信します。

原災法第10条通報の連絡経路

39緊急時対応チーム１．当社から国・自治体への情報連絡
（福島第一）

福島県危機管理部原子力安全対策課 (福島県知事)

大熊町環境対策課（大熊町長）

双葉町住民生活課（双葉町長）

福島県環境創造センター環境放射線センター

富岡町安全対策課

楢葉町環境防災課

関係周辺市町村

福島県警察本部警備部災害対策課

双葉警察署

双葉地方広域市町村圏組合消防本部

富岡労働基準監督署

福島海上保安部警備救難課

関係周辺市町村消防署及び警察署

福島第一原子力規制事務所

経済産業省東北経済産業局総務企画部総務課

現地事故対策連絡会議又は原子力災害合同対策協議会（ｵﾌｻｲﾄｾﾝﾀｰ）

地方放射線モニタリング対策官

内閣府（内閣総理大臣）

原子力規制庁原子力災害対策・核物質防護課 （原子力規制委員会）

経済産業省 資源エネルギー庁 原子力政策課

内閣官房

内閣府政策統括官（原子力防災担当）付

社内関係箇所

原子力防災管理者

事象発見者
（当直長等）

本社連絡責任者
（不通時は第１代行
者又は第２代行者）

原子力防災管理者

通報連絡責任者

【福島第一】

：原子力災害対策特別

 措置法第10条第1項
　に基づく通報先

： 電話によるファクシミリ

　着信の確認

： ファクシミリによる送信

： 電話等による連絡

24
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１．当社から国・自治体への情報連絡
（福島第二、柏崎刈羽）

原災法第10条通報の連絡経路

40

福島県危機管理部原子力安全対策課 (福島県知事)

楢葉町環境防災課（楢葉町長）

富岡町安全対策課（富岡町長）

福島県環境創造センター環境放射線センター

大熊町環境対策課

双葉町住民生活課

関係周辺市町村

福島県警察本部警備部災害対策課

双葉警察署

双葉地方広域市町村圏組合消防本部

富岡労働基準監督署

福島海上保安部警備救難課

関係周辺市町村消防署及び警察署

福島第二原子力規制事務所

経済産業省東北経済産業局総務企画部総務課

地方放射線モニタリング対策官

内閣府（内閣総理大臣）

原子力規制庁原子力災害対策・核物質防護課 （原子力規制委員会）

経済産業省 資源エネルギー庁 原子力政策課

内閣官房

内閣府政策統括官（原子力防災担当）付

社内関係箇所

事象発見者
（当直長等）
事象発見者
（当直長等）

原子力防災管理者

通報連絡責任者

本社連絡責任者（不通
時は第１代行者又は第
２代行者）

緊急時対応チーム

【福島第二】 【柏崎刈羽】
新潟県防災局 原子力安全対策課 (新潟県知事)

柏崎市市民生活部 防災・原子力課（柏崎市長）

刈羽村総務課（刈羽村長）

上記を除く新潟県内の市町村（市町村長）

新潟県以外の県市村（県知事・市村長）

新潟県警察本部警備第二課

柏崎警察署警備課

柏崎市消防本部

新潟労働局労働基準部健康安全課

長岡労働基準監督署安全衛生課

新潟海上保安部警備救難課

陸上自衛隊　東部方面総監部防衛部(第１２旅団司令部）

柏崎刈羽原子力規制事務所

経済産業省東北経済産業局総務企画部総務課

地方放射線モニタリング対策官

内閣府（内閣総理大臣）

原子力規制庁原子力災害対策・核物質防護課 （原子力規制委員会）

経済産業省 資源エネルギー庁 原子力政策課

内閣官房

内閣府政策統括官（原子力防災担当）付

社内関係箇所

通報連絡責任者

原子力防災管理者

事象発見者
（当直長等）

本社連絡責任者（不
通時は第１代行者又
は第２代行者）
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２．重点区域内の住民の皆さまの避難について
（福島第一）

原子力災害が発生した場合、当社は「原子力災害対策特別措置法（原災法）」に基
づき、国・自治体へ通報連絡を実施します。

通報連絡を受けた国・自治体から、住民の皆さまに避難などの指示が行われます。

原子力プラントの
安全レベルが

低下するような事態
(警戒事態)
例：震度6弱以上の

地震発生

公衆を放射性物質から
保護する機能が喪失
されるような事態

(施設敷地緊急事態）
例：全交流電源喪失

放射性物質がプラント外へ
放出される可能性が
非常に高まるような事態
（全面緊急事態）

例：冷却機能喪失

放射性物質が
プラント外へ放出され
判断基準に対応する
避難等の防護措置を
実施するような事態

避難指示
区域

一時立入を中止

一時立入している住民の
退去開始

屋内退避

原災法10条事象 原災法15条事象

原子力
プラント状況

避難指示区域に一時
立入している住民等の
退去準備

避難指示
区域でない
重点区域 屋内退避の準備 避難/一時移転開始*

*空間放射線量率等に
基づき実施

41被災者支援活動チーム

25
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２．重点区域内の住民の皆さまの避難について
（福島第二）

原子力プラントの
安全レベルが

低下するような事態
(警戒事態)
例：震度6弱以上の

地震発生

公衆を放射性物質から
保護する機能が喪失
されるような事態

(施設敷地緊急事態）
例：全交流電源喪失

放射性物質がプラント外へ
放出される可能性が
非常に高まるような事態
（全面緊急事態）
例：炉心損傷、冷却機能喪失

避難指示
区域

避難指示区域
及び発電所から
概ね5km圏
地域を除いた
重点区域

一時立入を中止
一時立入している住民の

退去開始

要援護者等の避難開始

安定ヨウ素剤服用の準備

住民の避難開始

安定ヨウ素剤の服用

屋内退避の準備 屋内退避
住民の避難準備

避難/一時移転開始*

*空間放射線量率等に
基づき実施

原災法10条事象 原災法15条事象

原子力
プラント状況

避難指示区域に一時立入し
ている住民等の退去準備

発電所から
概ね5km
圏地域

要援護者等の避難準備

住民の避難準備

安定ヨウ素剤の服用準備 安定ヨウ素剤の服用

放射性物質が
プラント外へ放出され
判断基準に対応する
避難等の防護措置を
実施するような事態

42

原子力災害が発生した場合、当社は「原子力災害対策特別措置法（原災法）」に基
づき、国・自治体へ通報連絡を実施します。

通報連絡を受けた国・自治体から、住民の皆さまに避難などの指示が行われます。

被災者支援活動チーム
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２．重点区域内の住民の皆さまの避難について
（柏崎刈羽）

原子力プラントの
安全レベルが

低下するような事態
(警戒事態)
例：震度6弱以上の

地震発生

公衆を放射性物質から
保護する機能が喪失
されるような事態

(施設敷地緊急事態）
例：全交流電源喪失

放射性物質がプラント外へ
放出される可能性が
非常に高まるような事態
（全面緊急事態）
例：炉心損傷、冷却機能喪失

PAZ圏内
（～5km）

UPZ圏内
（5～30km）

要支援者の避難、
屋内退避の準備

要支援者の避難開始、
屋内退避

住民の避難準備

安定ヨウ素剤服用の準備

住民の避難開始

安定ヨウ素剤の服用

屋内退避の準備 屋内退避 避難/一時移転開始*

原災法10条事象 原災法15条事象

原子力
プラント状況

放射性物質が
プラント外へ放出され
判断基準に対応する
避難等の防護措置を
実施するような事態

*空間放射線量率等に
基づき実施

安定ヨウ素剤の服用準備 安定ヨウ素剤の服用

43

原子力災害が発生した場合、当社は「原子力災害対策特別措置法（原災法）」に基
づき、国・自治体へ通報連絡を実施します。

通報連絡を受けた国・自治体から、住民の皆さまに避難などの指示が行われます。

被災者支援活動チーム

26
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３．住民の皆さまの避難に対する
原子力事業者の役割

項目 協力・支援の計画

輸送力に関する
協力

バス・福祉車両を配備、運転手・補助者を確保
その他、必要な輸送力を支援

避難退域時検査
の支援

要員を確保、後方支援拠点などに資機材を配備

放射線防護資機
材の提供

後方支援拠点などに資機材を配備

生活物資の提供 後方支援拠点などに物資を配備

原子力災害が発生した場合、原子力発電所立地地域の皆さまの安全が確保さ
れるよう、当社は原子力事業者として、最大限の協力・支援を行います。

具体的には、地域ごとに設置された地域原子力防災協議会※での協議を踏まえ
て原子力防災会議で承認されるエリアごとの「緊急時対応（広域避難計画）
」に基づき、事業者としての役割を果たして参ります。

44

※ 協議会の構成員を補佐する作業部会が柏崎刈羽地域でこれまでに1回開催（平成27年6月11日）

被災者支援活動チーム
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■発電所の従業員送迎用バスなどの活用と共に、台数が不足する
する場合には新規に調達を行い、必要な台数を確保。

■運転手についても当社から派遣。

■原子力災害が発生した場合、避難はPAZ圏内（発電所から概ね5km圏内）から
開始されますが、要支援者の方々などの避難に必要な輸送手段（バス、福祉車両
など）を、当社からもできる限り提供致します。

■PAZ圏からの避難完了後は、UPZ圏内（発電所から概ね5-30km圏内）に居住
されている住民の皆さまの避難用として提供致します。

輸送力に関する協力※

【バス】

【福祉車両】

■福祉車両（車椅子タイプ、ストレッチャータイプ）を調達し、
必要な台数を確保。

■運転手、補助者についても当社から派遣

45

※ 地域ごとに設置された地域原子力防災協議会での協議を踏まえて原子力防災会議で承認される
エリアごとの「緊急時対応（広域避難計画）」に基づき、事業者としての役割を果たして参ります。

３．住民の皆さまの避難に対する
原子力事業者の役割

被災者支援活動チーム

27
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■空間放射線量率が高い区域の住民の皆さまが広域避難される際の避難退域時検査
に、当社からも検査・除染要員を派遣し、車両や住民の皆さまに放射線物質が付
着しているかどうかを確認すると共に、付着が認められた場合の除染を行います。

■除染等によって発生した汚染水・汚染付着物等についても、当社が責任を持って
処理します。

■当社では、福島復興推進活動などを通じて、 多くの社員が放射線測定の研修を受
講しており、これらの経験を踏まえて、支援体制の整備を進めてまいります。

避難退域時検査の支援※

当社では、福島復興推進活動など
を通じて、20,000名以上の社員
が放射線測定要員研修を受講

避難退域時検査 福島復興推進活動実績

清掃・片づけ、除草作業、
一時帰宅対応など

約230,400人
（2016年2月末実績）

福島除染推進活動実績

モニタリング対応、国直
轄除染への対応など

約153,400人
（2016年2月末実績）

46

※ 地域ごとに設置された地域原子力防災協議会での協議を踏まえて原子力防災会議で承認される
エリアごとの「緊急時対応（広域避難計画）」に基づき、事業者としての役割を果たして参ります。

３．住民の皆さまの避難に対する
原子力事業者の役割

被災者支援活動チーム
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放射線防護資機材の提供※

■ 避難退域時検査などの活動における資機材等の不足に備えて、後方支援拠点
などに放射線防護資機材などを配備してまいります。

■ 合わせて、原子力事業者間の協力協定により、資機材を提供します。
■ さらに不足する場合、非発災発電所から可能な範囲で提供します。

GM管
サーベイメータ

（348台）

タイベックスーツ
（29,000着）

品名 単位
全社合計

(注)
左記のうち
当社提供分

汚染密度測定用サーベイメーター 台 348 102
NaIシンチレーションサーベイメーター 台 18 3
電離箱サーベイメーター 台 18 3
ダストサンプラー 台 58 17
個人線量計（ポケット線量計） 個 900 150
高線量対応防護服 着 180 30
全面マスク 個 900 150
タイベックスーツ 着 29,000 8,500

ゴム手袋 双 58,000 17,000

(注) 北海道電力、東北電力、東京電力ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ、中部電力、北陸電力、関西電力、
中国電力、四国電力、九州電力、日本原子力発電、電源開発、日本原燃の12社

【協力協定に基づく原子力事業者間での支援資機材・数量】

47

※ 地域ごとに設置された地域原子力防災協議会での協議を踏まえて原子力防災会議で承認
されるエリアごとの「緊急時対応（広域避難計画）」に基づき、事業者としての役割を
果たして参ります。

３．住民の皆さまの避難に対する
原子力事業者の役割

被災者支援活動チーム

28
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■原子力防災組織に立地班（本社）、立地・広報班（発電所）を設けてブラインド
型の原子力防災訓練を行い、的確に支援を行うための検証を継続しています。

■原子力災害が発生した際に、住民の皆さまの避難に係る協力、支援を迅速かつ的確
に行うため、体制の強化を図っています。

柏崎刈羽地域
平成25年11月
KK地域防災支援プロジェクトチーム
を原子力・立地本部内に設置
・地域防災計画の策定において参考に

なる情報提供などを実施

平成27年4月
新潟本社設立（技術・防災部の設置）
・関係自治体等の皆さまとよくご相談

させていただきながら、原子力防災
の充実に向けた取組みを検討･実施

【平時からの被災者支援体制の強化】【本社原子力防災組織の業務分掌
(柏崎刈羽地域抜粋)】

対外対応統括

計画・情報統括

復旧統括

支援統括

総務統括

地域班（新潟本社 他）
1.発電所の立地地域

対応の支援
2.自治体・ＯＦＣ

への情報提供
3.自治体・ＯＦＣ

からの要望対応

オンサイト指揮者
オフサイト指揮者

（地域支援統括 兼務）

OFC班（新潟本社 他）

立地班（本社連絡員）

本部長：社長
＊移行中

＊福島地域支援の体制については見直し中

48被災者支援活動チーム４．各種支援・協力項目の実施体制整備
（被災者支援チーム）
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支援・協力を円滑に行うための活動

■ 県、自治体の原子力防災訓練への参加、地域原子力防災協議会作業部会へのオブ
ザーバ参加などを通じて関係機関との連携を強化し、支援・協力を円滑に行う体制
の整備を進めてまいります。

当社派遣者による状況説明
（自治体対策本部）

防災訓練に関する自治体との連携強化※

・新潟県原子力防災訓練（平成26年11月11日）
発電所からの通報連絡、情報発信の体制を確認
新潟県、ＯＦＣ、発電所30km圏内
の9自治体に社員を派遣し、状況説明等を実施

・柏崎刈羽原子力発電所30km圏内の9自治体+県と
防災訓練において連携
(a) 自治体担当者が当社訓練を視察
(b) 当社社員を自治体に派遣
(c) (a)と(b)の両方実施

・各自治体への派遣者候補者を社内選定済み
※ 福島地域の連携強化については見直し中

地域原子力防災協議会作業部会への参加
・地域原子力防災協議会の構成員を補佐する

作業部会にオブサーバー参加
（柏崎刈羽地域で平成27年6月11日に開催） 事業者ブース（ＯＦＣ）

49４．各種支援・協力項目の実施体制整備
（被災者支援チーム）

被災者支援活動チーム
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５．原子力事業者間の支援体制

■ 原子力災害が発生した場合に備えて事業者間協力協定を締結し、災害収束活動
で不足する放射線防護資機材などの物的な支援を実施するとともに、環境放射
線モニタリングや周辺地域の汚染検査などへの人的・物的な支援を実施します。

名称 原子力災害時における原子力事業者間協力協定

目的
原子力災害の発生事業者に対して、協力要員の派遣、資機材の貸与等、必要な協力を円滑に実施
するために締結

発効日 2000年6月16日（原子力災害対策特別措置法施行日）

締結者
原子力事業者12社

北海道電力、東北電力、東京電力、中部電力、北陸電力、関西電力、
中国電力、四国電力、九州電力、日本原子力発電、電源開発、日本原燃

協力活動の
範囲

・原子力災害時の周辺地域の環境放射線モニタリングおよび周辺地域の汚染検査・汚染除去に関
する事項について、協力要員の派遣・資機材の貸与その他の措置を実施

役割分担
・災害発生事業者からの要請に基づき、予めその地点ごとに定めた幹事事業者が運営する支援本

部を災害発生事業所近傍に設置し、各社と協力しながら応援活動を展開

主な
実施項目

・環境放射線モニタリング、住民スクリーニング、除染作業等への協力要員の派遣（300人）

・資機材の貸与

GM管サーベイメータ
（348台）

全面マスク
（900個）

タイベックスーツ
（29,000着）

個人線量計
（900個）

50被災者支援活動チーム
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○要員：44人
○提供資機材：
・GM管サーベイメータ
・ダストサンプラー
・モニタリングカー

○要員数：300人
○提供資機材
・GM管サーベイメータ
・ダストサンプラー
・モニタリングカー
・個人線量計
・高線量対応防護服
・全面マスク
・タイベックスーツ
・ゴム手袋 など

・住民避難支援明記
・要員、資機材拡大
・原子力災害対策指

針の反映

▲平成26(2014)年９月～▲平成24(2012)年9月～

○要員：60人
○提供資機材：
・GM管サーベイメータ
・ダストサンプラー
・モニタリングカー
・個人線量計
・高線量対応防護服
・全面マスク
・タイベックスーツ
・ゴム手袋 など

・要員の増員
・資機材の充実
(放射線防護資機材の提供)

福
島
第
一
原
子
力
発
電
所
事
故

平成12
(2000)年6月

協定締結

■協定内容は、福島原子力事故の対応実績等を踏まえ、随時充実化しています。
■平成26(2014)年9月より、災害発生時の住民の皆さまの広域避難に対応するため

に、協力事項に「住民避難支援」を明記し、避難退域時検査などに対応できるよう、
派遣する放射線測定要員数や提供する資機材の
数量を拡充しています。

51５．原子力事業者間の支援体制
【原子力事業者間の支援体制の拡充】

被災者支援活動チーム
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６．住民の皆さまへの損害賠償などの対応

東京電力ホールディングス

文部科学省 原子力損害
賠償紛争解決センター

原子力損害賠償・廃炉等
支援機構

文部科学省のほか、法務省、
裁判所、日弁連出身の専門家
らにより構成

政府５０％出資
原子力事業者等５０％出資

被災されたみなさま
（個人・法人）

ご相談、ご請求
協議

助言、仲介

原子力損害の
賠償に関する
法律

原子力損害賠
償・廃炉等支
援機構法
など

■ 原子力災害が発生した場合、直ちに相談窓口を開設し、住民の皆さまからの様々

なお問合わせに対して、誠意をもって対応致します。

■ 当社は、福島原子力事故の責任を果たすために、経済産業大臣の認定を受けた

「新・総合特別事業計画」に基づいて、賠償などの取組みを進めています。

■「３つの誓い」の下、迅速・公正な賠償のお支払いを行ってまいります。

・「3つの誓い」の下、全社を
挙げて各種の取組みを実施
(1) 最後の一人まで賠償貫徹
(2) 迅速かつきめ細やかな

賠償の徹底
(3) 和解仲介案の尊重

・賠償のお支払いについては、
各損害項目に対する受付を順次
開始するとともに、進捗に合わ
せて体制を整備（2015年5月
現在、約1万人の体制）

ご相談、仲介

52原子力災害対策プラン
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53

設 立；2013年1月1日
代 表：執行役副社長 石崎 芳行
所在地：福島県双葉郡富岡町
体 制：約4,000人

（福島県内に従事する社員）

原子力災害対策プラン７．福島への責任
【福島復興本社の体制について】
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被害を受けられた方々に、早期に生活再建の第一歩を踏み出していただくために、
社員ひとりひとり、真摯にご対応させていただきます。

１．最後の一人まで賠償貫徹
2013年12月に成立した消滅時効特例法※の趣旨を踏まえ
るとともに、最後の一人が新しい生活を迎えることが出来
るまで、被害者の方々に寄り添い賠償を貫徹する

２．迅速かつきめ細やかな賠償の徹底
・ご請求手続きが煩雑な事項の運用等を見直し、賠償金の早

期お支払いをさらに加速する
・被害者の方々や各自治体等に、賠償の進捗状況や今後の見

通しについて機構とも連携し積極的に情報をお知らせする
（生活再建や事業再開検討の参考にしていただく）

・戸別訪問等により、請求書の作成や証憑類の提出を積極的
にお手伝いする

個人
個人（自主的避難等

に係る損害）
法人・個人事業主など

ご請求書受付件数（延べ件数） 約894,000件 約1,307,000件 約399,000件

本賠償の件数（延べ件数） 約794,000件 約1,295,000件 約339,000件

お支払い総額 約6兆0,589億円

３．和解仲介案の尊重
紛争審査会の指針の考え方を踏まえ、紛争
審査会の下で和解仲介手続きを実施する機
関である原子力損害賠償紛争解決センター
から提示された和解仲介案を尊重するとと
もに、手続きの迅速化に引き続き取り組む

※「東日本大震災における原子力発電所の事
故により生じた原子力損害に係る早期かつ
確実な賠償を実現するための措置及び当該
原子力損害に係る賠償請求権の消滅時効等
の特例に関する法律」

原子力損害賠償の進捗状況（2016年4月8日現在）

54原子力災害対策プラン７．福島への責任
【原子力損害賠償について】



©Tokyo Electric Power Company Holdings, Inc. All Rights Reserved. 無断複製・転載禁止 東京電力ホールディングス株式会社

避難を余儀なくされている方々の一日も早い帰還に向けて、国・自治体の除染活動
への社員の派遣や技術支援等を行っています。

■モニタリング活動
•国や市町村のご要望を踏まえ、継続的な放射線モニ
タリングを実施し、空間線量率の推移状況を把握
•モニタリング実施にあたっては、個々の除染現場に
適したモニタリング装置の開発等、技術面での取り
組みにも注力

■国直轄除染への対応
•環境省から「除染活動推進員」の委託を受け、国
が除染を行う業務に対し、放射線管理、モニタリン
グ、除染等に関する技術面での対応を実施

■市町村除染への対応
•環境省から「除染活動推進員」の委託を受け、市
町村が中心となり除染を行う業務に対し、モニタ
リング、除染に関する技術面での対応を実施

■廃棄物対策
•汚染廃棄物（下水汚泥・バーク・牛糞等）の滞留
解消に向け、国・県・業界団体等と連携して対応
•住民帰還に向けた廃棄物対策へ対応

■技術
•これまでの活動で得られた知見や現場ニーズ等を
踏まえて、指向性モニタリング装置の実用化や個
人線量計の改良・実証試験等、新たな技術を検討

55原子力災害対策プラン７．福島への責任
【除染への取り組み】
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地元自治体の皆さまのご要請に応じ、福島の復興に向けた活動を行うとともに、
福島復興の中核となり得る産業基盤の整備や雇用機会の創出に向け、自らの資源
を積極的に投入します。

初詣に向けた神社境内の清掃ならびに除草

56

■復興推進活動 ■IGCCによる経済復興への期待
福島県の経済復興や雇用回復・創出に少しでもお
役に立ちたいとの思い、福島県を世界全体のエネ
ルギー・環境問題に貢献するクリーンコール技術
の発信地としてアピールさせていただきたいとの
思いを込め、石炭ガス化複合発電（IGCC）設備を
、弊社広野火力発電所構内と常磐共同火力株式会
社勿来発電所（勿来発電所）の隣接地に建設・運
用いたします。

総会の開催に向けた集会所の清掃

IGCC設備の概念図

原子力災害対策プラン７．福島への責任
【復興推進】
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まとめ

東京電力ホールディングス株式会社は、

・事故収束活動の体制を充実して、原子力発電所の安全レベルを高め、
・福島第一原子力発電所における安全かつ着実な廃炉事業
・福島第二原子力発電所における安定した燃料冷却の維持
・柏崎刈羽原子力発電所における安全対策

を推進してまいります。

・福島原子力事故に対する賠償、復興推進活動などを推進し、福島原子力事故の責任
を全うします。

・原子力災害が発生した場合に備え、地域原子力防災協議会などの協議を踏まえて、
原子力事業者として、最大限の協力、支援を行ってまいります。

・原子力事業者間の連携強化に努めるなど、「事故収束プラン」と「原子力災害対策
プラン」の充実を継続してまいります。

57
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柏崎刈羽原子力発電所での発煙について（第 2報） 

 

 

 

 

（2016年 4月 21日撮影） 
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以 上 
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1 

 

 

 

原子力施設の耐震安全性に係る新たな科学的・技術的知見の 

継続的な収集及び評価への反映等のための取り組みに関する 

原子力規制委員会への報告について 

 

2016 年 4 月 27 日 

東京電力ホールディングス株式会社 

 

当社は、2009 年 5 月 8 日に経済産業省原子力安全・保安院より受領した指示文書＊に基

づき、原子力施設の耐震安全性に係る新たな科学的・技術的知見の収集に取り組んでまい

りましたが、本日、2015 年度（2015 年 4 月 1 日～2016 年 3 月 31 日）の当社の取り組

み状況について、原子力規制委員会に報告いたしましたのでお知らせいたします。 

 

 当社の取り組みといたしまして、2015 年度に報告・発表などが行われた、耐震安全性

に関連する国の機関の報告、学会や協会などの大会報告・論文、雑誌などの刊行物、海外

情報などから、原子力施設の耐震安全性評価に関連する情報を含み、耐震安全性および耐

震裕度の再評価につながる可能性のある情報について整理いたしました。 

 

その結果、耐震安全性および耐震裕度の評価に影響を及ぼす新知見情報はありませんで

した。 

 

当社は今後とも、原子力施設の耐震安全性に係る新たな科学的・技術的知見の継続的な

収集に取り組んでまいります。 

以 上 

○添付資料 

・原子力施設の耐震安全性に係る新たな科学的・技術的知見の継続的な収集及び評価へ

の反映等のための取組に基づく報告について（概要） 

○別紙（報告書） 

・原子力施設の耐震安全性に係る新たな科学的・技術的知見の継続的な収集及び評価へ

の反映等のための取組に基づく報告について

【本件に関するお問い合わせ】 

東京電力ホールディングス株式会社 

広報室 報道グループ 03-6373-1111（代表） 
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2 

 

 

＊ 指示文書 

「原子力施設の耐震安全性に係る新たな科学的・技術的知見の継続的な収集及び評価

への反映等のための取組について」 

（平成 21・04・13 原院第 3 号） 

 

原子力安全・保安院（以下「当院」という。）は、今後の原子力発電所の耐震安全性

に係る信頼性の一層の向上を図る観点から、最新の科学的・技術的知見に照らして、

原子力発電所の更なる耐震安全性の向上を図るための仕組みを整備することが必要で

あることを認識し、今後の取組のあり方を総合資源エネルギー調査会原子力安全・保

安部会耐震・構造設計小委員会地震・津波、地質・地盤合同ＷＧ及び構造ＷＧにおけ

る審議を経て整理した（平成 21 年１月及び４月）。この考え方を踏まえ、今般、当院

は、耐震分野における新たな知見の反映のための仕組みとして、「原子力施設の耐震安

全性に係る新たな科学的・技術的知見の継続的な収集及び評価への反映等について（内

規）」（平成 21・04・13 原院第３号）を制定したところであり、当該内規に基づき、

原子力事業者等に対し、下記の事項について適切に対応するよう求めることとする。 

 

記 

 

１．耐震安全性に係る新知見の収集や、新たな科学的・技術的知見の原子力施設の                          

耐震安全性の向上の取組への反映には時間を要することから、中長期的な方針を

策定し、計画的かつ着実に対応を進めていくこと。 

   ２．敷地、敷地周辺の地質・地盤に関する情報収集及び自ら引き続き実施する地質・

地盤調査や地震観測等、耐震安全性に係る新知見を幅広く収集すること。 

   ３．２．で収集した知見のうち、事業者において反映が必要と判断されたものを翌

年度の４月末日までに当院に報告すること。 

     ただし、原子力施設の耐震安全性の向上のために特に重要と判断されるものに

ついては、速やかに当院に報告するとともに、ほかの原子力事業者等に対して

情報提供を図ること。 

   ４．３．の事業者において反映が必要と判断されたものについて、品質保証計画に

基づく保安活動の一環として、原子力施設の耐震安全性の再確認や補修工事等

の取組を行うこと。 
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2 0 1 6 年 ４ 月 2 7 日 

東 京 電 力 ホ ー ル デ ィ ン グ ス 株 式 会 社 

 

原子力施設の耐震安全性に係る新たな科学的・技術的知見の 

継続的な収集及び評価への反映等のための取組に基づく報告について（概要） 
 

１．検討内容 

2015年度における国の機関等の報告、学協会等の大会報告・論文、雑誌等の刊行物、海外情

報等の公開情報を収集対象として、そのうち原子力施設の耐震安全性に関連する可能性のある

情報を選定し、原子力施設への適用範囲・適用条件、耐震安全性評価への反映の要否等の観点

から、検討・整理した。 

 

２．検討結果 

原子力事業者に共通する情報（以下、「共通情報」という。）に関して、原子力事業者間

で検討・整理した結果、「反映が必要な新知見情報」および「新知見関連情報」はなしと判

断した。 

柏崎刈羽原子力発電所、福島第一原子力発電所、福島第二原子力発電所及び東通原子力

発電所（建設中）固有の情報（以下、「個別情報」という。）については、新知見関連情報

として地震・地震動分野で柏崎刈羽原子力発電所に１件あった（別紙参照）。 

 

ａ．共通情報 

共通情報に関して、原子力事業者間で検討・整理した結果、「反映が必要な新知見情報」

および「新知見関連情報」はなしと判断した。 

 

ｂ．個別情報 

 個別情報に関して、検討・整理した結果は、表１～３のとおり。 

 

表１ 柏崎刈羽原子力発電所における報告情報数 

分  野 
反映が必要な 

新知見情報 

新知見 

関連情報 

活断層 ０ ０ 

地盤 ０ ０ 

土木構造物 ０ ０ 

津波 ０ ０ 

地震・地震動 ０ １ 

建物・構築物 ０ ０ 

機器・配管系 ０ ０ 

計 ０ １ 
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表２ 福島第一原子力発電所及び福島第二原子力発電所における報告情報数 

分  野 
反映が必要な 

新知見情報 

新知見 

関連情報 

活断層 ０ ０ 

地盤 ０ ０ 

土木構造物 ０ ０ 

津波 ０ ０ 

地震・地震動 ０ ０ 

建物・構築物 ０ ０ 

機器・配管系 ０ ０ 

計 ０ ０ 

 

 

表３ 東通原子力発電所（建設中）における報告情報数 

分  野 
反映が必要な 

新知見情報 

新知見 

関連情報 

活断層 ０ ０ 

地盤 ０ ０ 

土木構造物 ０ ０ 

津波 ０ ０ 

地震・地震動 ０ ０ 

建物・構築物 ０ ０ 

機器・配管系 ０ ０ 

計 ０ ０ 

 

 

 原子力施設の耐震安全性に係る新知見については、原子力発電所の耐震安全性向上の取り組

みに反映していくとともに、今後も継続的にこれらに係る知見の動向を注視し、必要に応じて

原子力発電所の耐震安全性向上の取り組みに反映していく。 

今後とも、原子力発電所の耐震安全性に係る新たな科学的・技術的知見の継続的な収集に取

り組んでいく。 

 

以 上 
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別紙 

1 

 

原子力施設の耐震安全性に係る新たな科学的・技術的知見の 

継続的な収集及び評価への反映等のための取組に基づく報告について 

 

平成 21 年 5 月 8 日付け指示文書「原子力施設の耐震安全性に係る新たな科学的・技

術的知見の継続的な収集及び評価への反映等のための取組について」（平成 21・04・13

原院第 3号）（以下、「指示文書」という。）に基づき、平成 27年度の取組状況について、

以下のとおり報告します。 

 

１．耐震安全性に係る新知見の収集について 

（１）情報の収集期間及び収集対象 

 平成 27年度（平成 27年 4月 1日～平成 28年 3月 31日）における、国の機関

等の報告、学協会等の大会報告・論文、雑誌等の刊行物、海外情報等（以下、「情報」

という。）について、収集対象とした。 

 

（添付 1） 

（２）情報の整理方法 

 収集した情報から、原子力施設の耐震安全性に関連する可能性のある情報（以下、 

「検討対象情報」という。）を抽出し、添付 2「原子力施設の耐震性に関する知見の

整理フロー」に従い整理した。 

（添付 2） 

 

２．指示文書に基づく耐震安全性に係る新知見について 

（１）情報の分類 

ａ．共通情報と個別情報 

 検討対象情報として選定した情報を、原子力事業者に共通する情報（以下、「共

通情報」という。）及び、各サイト・各地域固有の情報（以下、「個別情報」とい

う。）に分類した。 

 

ｂ．スクリーニングによる分類 

 検討対象情報として選定した情報を、原子力施設への適用範囲・適用条件、耐

震安全性評価への反映の要否等の観点から、以下のとおり分類した。 

① 反映が必要な新知見情報（報告対象） 

客観的な根拠・関連するデータ等の蓄積された新たな知見を含み、国内の原

子力施設での諸条件を考慮して、適用範囲・適用条件が合致し、耐震安全性評

価及び耐震裕度の評価への反映が必要な情報（現状評価の見直しの必要性があ

るもの）であり、指示文書に基づき報告する必要があると判断した情報。 
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2 

 

②新知見関連情報（報告対象） 

 客観的な根拠・関連するデータ等の蓄積された新たな知見を含むものの、耐

震安全性評価の再評価が必要ない情報（現状評価の見直しの必要がないもの）。 

 

③参考情報（報告対象外） 

 今後の研究動向等によっては、耐震安全性に対する信頼性や耐震裕度向上に

つながりうる情報。 

 

④検討不要（報告対象外） 

 基礎的な研究等のため、反映が必要な新知見情報、新知見関連情報及び参考

情報には分類されない情報。 

 

（２）情報の整理 

ａ．共通情報 

共通情報に関して、原子力事業者間で検討・整理した結果、「反映が必要な新知

見情報」及び「新知見関連情報」はなしと判断した。 

 

ｂ．個別情報 

個別情報に関して、検討・整理した結果は、表 1～3のとおり。 

 

 

 

表 1 柏崎刈羽原子力発電所における報告情報数 

分野 
反映が必要な 

新知見情報 

新知見 

関連情報 

活断層 0 0 

地盤 0 0 

土木構造物 0 0 

津波 0 0 

地震・地震動 0 1 

建物・構築物 0 0 

機器・配管系 0 0 

計 0 1 

（添付 3） 
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表 2 福島第一原子力発電所及び福島第二原子力発電所における報告情報数 

分野 
反映が必要な 

新知見情報 

新知見 

関連情報 

活断層 0 0 

地盤 0 0 

土木構造物 0 0 

津波 0 0 

地震・地震動 0 0 

建物・構築物 0 0 

機器・配管系 0 0 

計 0 0 

（添付 3） 

 

表 3 東通原子力発電所（建設中）における報告情報数 

分野 
反映が必要な 

新知見情報 

新知見 

関連情報 

活断層 0 0 

地盤 0 0 

土木構造物 0 0 

津波 0 0 

地震・地震動 0 0 

建物・構築物 0 0 

機器・配管系 0 0 

計 0 0 

（添付 3） 

 

 

添付 1  耐震安全性に係る情報の主な収集対象について 

添付 2  原子力施設の耐震性に関する知見の整理フロー 

添付 3  新知見関連情報（個別情報） 
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添付 1 

 

 

耐震安全性に係る情報の主な収集対象について 

 

① 国の機関等の報告 

・地震調査研究推進本部 

・中央防災会議 

・地震予知連絡会 

・原子力規制庁 

・産業技術総合研究所 

・海上保安庁     他 

 

② 学協会等の大会報告・論文 

・日本機械学会 

・日本建築学会 

・日本地震学会 

・日本地震工学会 

・日本地質学会 

・日本原子力学会 

・日本活断層学会 

・日本堆積学会 

・日本学術会議 

・日本第四紀学会 

・日本海洋学会 

・日本船舶海洋工学会 

・日本自然災害学会 

・日本計算工学会 

・日本混相流学会 

・日本地すべり学会 

・日本応用地質学会 

・地盤工学会 

・土木学会 

・日本コンクリート工学会 

・日本地球惑星科学連合 

・歴史地震研究会 

・原子力安全推進協会 

・日本電気協会     他 

 

 

 

③ 雑誌等の刊行物 

・地震研究所彙報 

・月刊地球 

・科学     他 

 

④ 海外情報等 

・IAEA 

(International Atomic Energy 

Agency) 

・NRC 

(Nuclear Regulatory Commission) 

・ASME 

(The American Society of 

 Mechanical Engineers) 

・AGU 

(American Geophysical Union) 

・SSA 

   (Seismological Society of America)  

・EERI 

  (Earthquake Engineering Research 

Institute) 

・USGS 

(United States Geological Survey) 

・The Geological Society of  London 

・IUGG 

(International Union of Geodesy 

and  Geophysics)            他 

 

⑤ その他 

 ・電力中央研究所     他 
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添付 2 

 

 

 

Yes

No

No

Yes

原子力施設の耐震性に関する知見の整理フロー

原子力施設の耐震安全性
に関連する可能性のある
情報を選定する。

国内の原子力施設での諸
条件を考慮して、適用範
囲・適用条件が合致し、
耐震安全性評価及び耐震
裕度の評価への反映が必
要な情報（現状評価の見
直しの必要性があるも
の）を『反映が必要な新
知見情報』として選定す
る。

原子力規制委員会
への報告

反映が必要な
新知見情報

３次スクリーニング

Yes

No

原子力規制委員会への報告対象は、
『反映が必要な新知見情報』である
が、『新知見関連情報』についても
報告する。

新知見
関連情報

情報

原子力施設の耐震安全性及
び耐震裕度の評価に関連す
る情報を選定する。

基礎的な研究等で、耐震安全性
及び耐震裕度の評価に適用でき
ない情報

１次スクリーニング

２次スクリーニング

検討対象情報

原子力施設の耐震安全性
評価に関連する新たな情
報を含み、耐震安全性の
再評価や耐震裕度向上に
つながるものを選定する。

報告対象外

参考情報 検討不要
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新知見関連情報（個別情報）
　　　　　　添付3（1／1）

№ 分野 地点 著者名 表題 文献誌名

1
地震・
地震動

柏崎
文部科学省研究開発局
国立大学法人東京大学地震研究所

日本海地震・津波調査プロジェクト　平成26年度　成果報告書 日本海地震・津波調査プロジェクトHP
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